
(

第１次

第２次

就業人口（令和２年国調）

86,705 ％32.9

6.0 ％2.2

総生産額（令和３年度）

（令和３年６月１日）

（令和４年６月１日）

（令和２年２月１日）

農業

4,203

4,734

6,206

（R2.1.1～12.31）
年間販売額 

（R3.1.1～12.31）
従業者数

製造品出荷額等

卸・小売業

総額・総数

（人・百万円）

農業就業人口

170

事業所数

主業農家数

－

3,276 211

169,152

33,814

22,99064.3 68.0

－

26.08,808

29,936

市町村内
総生産

老齢人口割合

％

5,705 ％ 2,016

第３次

農家数

億円
住民所得

人口1人当り住民所得

①生産・所得（令和３年度）

区分

千円

④有権者数（令和６年３月１日現在）

62,44931,904

⑤老齢人口割合

30,545 33.1

女男

(百万円・人）

③農業・工業・商業

263,264

％ ％

山口　伸樹
やまぐち　しんじゅ

ｋ㎡240.40

0296-78-0612

就任回数

①長等（令和６年５月１日現在）

任 期 令和8年4月22日

5

一部事務組合加入事業

〈 ＴＥＬ 〉
〈 Ｈ Ｐ 〉

地域指定

＜概要＞

笠間市（かさまし）

し尿　運動場　火葬場・斎場　退職
手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　し尿
処理施設設置

〈 住所 〉 法適用（上水　工水
病院　公共下水　農業
集落排水）

ラスパイレ
ス指数 96.3

707

合計

405

697

区分

令和3年4月1日
平成２２年

常住人口

99

37,390

男

平成２７年

②地勢・風土等

4000020082163法人番号

79,409 76,739

地方公共
団体コ－ド

自民３人、公明２人、共産２人、維新１人、参政１人、無所属1３人

　笠間市は、茨城県の中央部に位置し、都心から約
100km、県都水戸市に隣接し、総面積は240.40㎢であり、区
域は、東西約19km、南北約20kmである。地勢は、市の北西
部に八溝山系が穏やかに連なる丘陵地帯で、南西部には
愛宕山が位置し、北西部から東南部にかけ、概ね平坦な台
地が広がり、本地域の中央を涸沼川が北西部から東部に
かけ貫流しており、気候は、夏は気温も湿度も高く、冬は乾
燥した晴天の日が多い、太平洋型の気候である。

（人）

普通会計関係全職員数
うち一般行政関係

公営事業
会計関係

22

議　　　　長

任　　　　期 人22令和8年12月23日 条例定数

副議長大関　久義 内桶　克之

人現議員数

党　派　別

34,890

96.3

（R６.１.１住基人口）

③職員数（令和５年４月１日現在）

人
口

国勢調査

④機構図（令和６年４月１日現在）

36,143
703

39,229

地域手当
補正後

ラス指数

702

令和4年4月1日
令和２年

40,588女

＜市長＞－＜副市長＞
市 長 公 室－秘書課（広報戦略室）、人事課、市民課（市民窓口センターかさ
                    ま・いわま、パスポートセンター）
政策企画部－企画政策課(特定プロジェクト推進室)、企業誘致・移住推進課
                    （企業立地推進室)、デジタル戦略課
総   務   部－総務課、財政課（契約検査室）、資産経営課、税務課、収税課、
                   危機管理課、笠間支所地域課、岩間支所地域課
環境推進部－環境政策課（脱炭素推進室） 、
　　　　　　　　資源循環課（資源循環推進室、環境センター）
保健福祉部－福祉事務所 －社会福祉課（人権同和対策室、基幹相談支援
　　　　　　　　　センター）、高齢福祉課、地域包括支援センター、健康医療
                     政策課、保険年金課、笠間支所保険福祉課、岩間支所保険
                     福祉課
こ  ど  も 部－福祉事務所－こども政策課、こども福祉課、くるす保育所、
                     こども育成支援センター
市 立 病 院－事務局（経営管理課）、医務局、看護局
産業経済部－農政課（オーガニック推進室、栗ブランド戦略室）、商工課、
                   観光課（菊栽培所）
都市建設部－建設課、管理課、都市計画課
上下水道部－水道課、下水道課
＜会計管理者＞
　　　　　　　 －会計課
＜教育委員会＞
＜教育長＞
教育部－学務課（指導室、おいしい給食推進室）、
　　　　　　　　　生涯学習課（文化振興室、スポーツ振興室）、
　　　　　　　　　笠間公民館、友部公民館、岩間公民館、
　　　　　　　　　笠間図書館、友部図書館、岩間図書館
＜消防本部＞
＜消防長＞－消防総務課、予防課、警防課、
　　　　　　　　　笠間消防署、友部消防署、岩間消防署
＜議　会＞
議会事務局

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、
農業委員会事務局、公平委員会事務局、
固定資産評価審査委員会事務局

28,202

2,133

製造業

2,633

650

億円

市章

類型 082163

〈 ＦＡＸ 〉0296-77-1101

309-1792

http://www.city.kasama.lg.jp

笠間市中央三丁目2番1号

Ⅱ－１

〒

info@city.kasama.lg.jp〈e-mail〉

面積

歳）

近藤　慶一

②議会（令和６年５月１日現在）

副市長

65

平成18年３月19日　合　併　笠間市　友部町　岩間町

期目

①沿革

＜行政組織＞

長

71,033

38,821 35,783

③人口・世帯数

②産業構造

37,510

笠間焼、稲田石、栗、小菊・梅、笠間いなり寿司

事業所数

168,909

101,216

従業者数

603

令和2年4月1日
（令和６年４月１日）

有権者数

28,918

＜産業・経済＞

世帯数

計

73,173

27,946

％

2,940

3,192 百円
一般行政職の
平均給料月額

全職員数
の  推  移

④特産物

公営企業
※令和６年３月31日現在



２２３
（R６）

女性・若者活躍促
進プロジェクト

R６
～

・女性活躍総合サポートセンターの設置（新規）
・女性・若者インターンモデル事業（新規）
・地域活躍人材育成事業（新規）
・保育士人材確保事業（新規）

1７
（R６）

(17.51 )

笠間まるごと「子育
て都市」宣言プロ
ジェクト

R５
～

・子育て世帯訪問支援事業（新規）
・こども誰でも通園事業（新規）
・子ども部設置
・保幼小中特別支援連携事業（新規）

地域の稼ぐ力　強
化プロジェクト

R６
～

・栗ブランド推進事業（継続）
・有機農業推進事業（新規）
・アフターＤＣ事業（継続）
・企業誘致推進・立地促進事業（継続）

５２３
（R６）

△ 1.3

R６
～

・災害対応力強化事業（新規）
・在宅医療機器停電時対応事業（新規）
・災害時支援員登録制度（新規）
・無電柱化事業（新規）

△ 2,153 △ 37.4

５５
（R６）

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

19,466

百万円

[8,018]

百万円

( 25.0 )

②今後の主要課題・特色ある行政等
＜主要課題＞
未来に向けた笠間市づくり～人材の育成・確保と行政の仕組み・手法の見直し～
・子ども・子育て世代に優しく、多様な人材が活躍するまちづくり（ひと）
・変化と稼ぐ力の強化による人があつまるまちづくり（もの）
・持続と成長を促進するまちづくり（まち）

<特色ある行政>
引き続き「未来に向けた笠間市づくり」を重点課題として、多様な人材の活躍推進、
デジタル化の深化、脱炭素社会の推進を視点としながら、課題への機動的な対応
とともに、公民連携の強化をはじめ、従来の仕組みの見直しに挑戦しながら、笠間
市の将来に向けた成長と持続に資する取組みを強力に推進する。

％

[16,430]

[5,022]百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

[23,061]将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 百万円

百万円

債務負担行為支出予定額（B)

脱炭素先進都市の
形成

R４
～

・脱炭素社会実現事業（継続）
・再エネ発電設備等導入補助事業（新規）
・公用車の電動化（継続）
・省エネ・再エネ講習会等の開催

・普通会計に関する主な指標

％

3,064

・健全化判断基準

-

8.9

その他の経費 13,191

( 350.0 )

うち繰出金

10.5

6.1

5,701

38.5

10.6

4.1

うち補助

投資的経費

うち単独

普通建設事業費

15,098

4,203

積立金現在高（C)

標準財政規模（令和５年度）

財政力指数（令和５年度）

将来負担比率

実質赤字比率

実質公債費比率

90.2

19,818

％

30,361

-

(12.51 )

- ％

[22.4]

地方債現在高（A)

経常収支比率

6.7

△ 39

△ 1,737

△ 6.1

△ 55.1

△ 431 △ 17.1

連結実質赤字比率

[26,058]

[91.0]

[6.4]

％

0.576

△ 850

[0.667]

91.7

期間

351

（百万円）①主要施策実施状況

１,３５６
（R６)

△ 37.2

△ 10.6

名　　称

△ 0.3

4.8

％

防災・災害回復力
の強化

174

△ 951

△ 15

△ 2,150

△ 792

391

△ 5.5

△ 174

△ 943

△ 1.6

△ 10.0

△ 4.3

△ 3,792

△ 546

△ 13.3△ 1,075

△ 72.5

△ 19.2

4.1

△ 9.5歳　　　入

7,724

△ 3,733－

△ 2,381

△ 12221.7

19.6国庫支出金 6,988

）( 6.8

(

△ 111,962

②主な歳入・歳出（令和４年度）

区　　分

1,193,808実質単年度収支

単年度収支

△ 95,078

(

-

442,022

④市町村税の状況（令和４年度）

99.1671,863

令和４年度決算

35,639,315
区分 収入額調定額

増減率

3,503,15534,279,256

1,360,059

徴収率
[  ]は県平均

値

96.4

[97.2]

6.6

市町村民税・法人
（構成比）

35.6 ）

中学校 ※１

（千円・％）

678,170

-

△ 10.0

令和３年度決算

1,252,790

39,371,893

市町村民税・個人
（構成比）

△ 9.5

95.8

（

校 2

市町村税合計
（国保除く）

か所校 体育館

[97.4]

49.1 [97.3]

94.65,110,414

認定こども園 ※１

図書館

50幼稚園 ※１ 5

1 児童館

小学校 ※１ 10

か所プ－ル

2

5

老人福祉施設園

か所義務教育学校 ※１

）

固定資産税
（構成比）

※１は令和５年度
　 道路改良率・舗装率は令和３年度

9,839,420

23.3

うち臨財債

（千円・％）

3,634,184

35.4（ ）

66.6

[98.7]

10,272,317

）

4,834,893

）

＜公共施設整備状況＞（令和４年度）

49.7

（

＜財政状況＞

①決算収支

区分

38,070,707

-

-

構成比

（百万円・％）

増減額決算額 増減率

1,301,186

1,140,828

3,604

2,090

③主要指標（令和４年度）

9,839

50.9

公債費

地方税

うち繰入金

5.0

1.0

27.6

9,314 26.1

1,418

3,622

－

扶助費

358

地方債

34,279

734

その他

2.1

人件費

7,994

17,466

16.6

義務的経費

歳　　　出

3,771 11.0
内　　　容

保育所 ※１ 5

道路改良率 44.3 ％

か所

3 か所

園

公民館等 17

公営住宅 戸

＜主要施策等＞

道路舗装率

上水道等普及率

か所

9

概　 算
事業費

汚水処理普及率 80.0 ％

％

病院・一般診療所 46 か所

△ 57.31,774

35,639

歳　　出

地方交付税

実質収支

形式収支

歳　　入

か所

1校


